
 

 

事件名 排煙設備撤去等請求事件 

裁判所 東京地方裁判所、民事第１８部 

事件番号 平成１３年（ワ）２６７３１号 

判決日 平成１５年２月２０日 

 

 

 

 

東京都台東区（以下略） 

被告 Ｘ１ 

埼玉県熊谷市（以下略） 

原告 Ｘ２ 

埼玉県吉川市（以下略） 

原告 有限会社磯ビル 

代表者取締役 Ｘ２ 

原告ら訴訟代理人弁護士 田中峯子 

東京都台東区（以下略） 

被告 有限会社モンテ、ベルデ 

代表者代表取締役 Ｙ 

東京都台東区（以下略） 

被告 Ｙ 

上記２名訴訟代理人弁護士 黒嵜隆 

東京都中央区（以下略） 

被告 株式会社ラムラ 

代表者代表取締役 Ａ 

訴訟代理人弁護士 小山勲 

同 林原菜穂子 

 

主文 

１ 被告株式会社ラムラは、別紙１（物件目録）記載の建物の２階陸屋根のパラペットに設置

した排煙設備を別紙２（図面）に記載したイ、ロ、ハ、ニ、イを順次直線で結んだ部分から撤

去せよ。 

２ 被告らは、連帯して、原告Ｘ１に対して金６０万円及びこれに対する平成１３年１２月２

１日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。 

３ 被告らは、連帯して、原告Ｘ１、原告Ｘ２及び原告有限会社磯ビルに対し、金２０万円及

びこれに対する平成１３年１２月２１日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員

を支払え。 

４ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

５ 訴訟費用は、これを６分し、その５を原告らの連帯負担とし、その余を被告らの連帯負担

とする。 

６ この判決の第１ないし第３項は仮に執行することができる。 

 

事実及び理由 



 

 

第１ 請求 

 １ 主文第１項と同旨 

 ２ 被告らは、連帯して、原告らに対し、７５０万円及びこれに対する平成１３年１２月２

１日から支払済みまで年５パーセントの割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

 １ 事案の要旨 

   本件は、マンションの１階で焼鳥屋を営む株式会社の排煙設備が共用部分に設置されて

いるとして、同マンションの区分所有者らが、共用部分の共有持分に基づく妨害排除請求権に

基づいてその撤去を求め、併せて、同店舗の所有者、賃貸人及び焼鳥屋を経営する株式会社に

対して、排煙設備から生じる臭気及び騒音並びに排煙設備の設置による美観及び眺望の妨害に

ついて、不法行為に基づく損害賠償及び弁護士費用を請求した事案である。 

 ２ 争いのない事実等 

  (1) 当事者及び関係者等 

   ア 原告Ｘ１（以下「原告Ｘ１」という。）は、別紙１（物件目録）１記載のマンショ

ン「Ｂ」（以下「本件マンション」という。）の（省略）号室を、原告有限会社磯ビル（以下

「原告磯ビル」という。）は、本件マンションの（省略）号室を、原告Ｘ２（以下「原告Ｘ２」

という。）は、本件マンションの（省略）号室を、それぞれ所有する区分所有者である。 

   イ 被告Ｙ（以下「被告Ｙ」という。）は、その妻であるＣとともに、別紙１（物件目

録）２記載の本件マンションの１階店舗である（省略）号室（以下「本件店舗」という。）を

共有する区分所有者である。 

     被告株式会社モンテ、ベルデ（以下「被告モンテベルデ」という。）は、被告Ｙを

代表取締役とし、本件店舗の賃貸権限を有する株式会社であり、被告株式会社ラムラ（以下「被

告ラムラ」という。）は、被告モンテベルデから本件店舗を賃貸し、「鳥元」の屋号で焼鳥屋

を営む株式会社である。 

  (2) 本件マンションの所在場所及び各階の平面図等 

    本件マンションは、東京都台東区の上野駅から徒歩１、２分ほどの商業地域内にある

１２階建ての高層建築物であり、１階は４つの店舗と事務所から、３階から１２階までは各階

２５戸程度の事務所及び居宅等から成っている。 

    また、本件マンションの２階には、８戸のワンルームの居宅と貸し事務所が入ってい

るほか、北側、南側及び中央に陸屋根のスペースが置かれている。 

    本件マンションの東側は、交通量が多く首都高速道路１号線の高架もある国道４号線

（昭和通り）に、その反対側は商店街に、それぞれ面しており、また、建物の中央には開放さ

れた中庭風の空間が広がっている。 

    本件マンションの各階（２階陸屋根部分を含む。）の平面図は、別紙３（各階平面図）

のとおりである。 

   （甲１、９、弁論の全趣旨） 

  (3) 本件排煙設備の設置 

    被告ラムラは、平成１１年１０月２４、２５日頃、別紙２（図面）のイ、ロ、ハ、ニ、

イの各点を直線で囲んだ部分にある本件マンションの２階陸屋根に接するコンクリート製パ

ラペット（建物の屋上や吹き抜け廊下、橋梁などの端部に立ち上がった低い手摺壁）上（以下

「本件パラペット部分」という。）に、焼鳥等を調理する際の煙や臭気を排出するための排煙

設備（以下「本件排煙設備」という。）をボルト等で固定して設置し、営業のために使用して

いる。 

   （争いのない事実） 

 ３ 争点 

  (1) 被告らに本件パラペット部分の専用使用権が認められるか 



 

 

  (2) 本件排煙設備の設置が共用部分の変更に当たるか 

  (3) 本件排煙設備の設置に関する共用部分の変更の要件充足の有無 

  (4) 本件排煙設備の設置に伴う臭気及び騒音の発生並びに美観及び眺望の妨害による不

法行為の成否並びに損害の範囲 

 ４ 争点に関する当事者の主張 

  (1) 被告らに本件パラペット部分の専用使用権が認められるかについて 

   ア 被告ら 

     本件パラペット部分には、被告ラムラが賃借する本件店舗のための専用使用権が設

定されている。 

     すなわち、本件マンションの区分所有者全員で定めた管理規約（以下「本件管理規

約」という。）１４条１項は、「区分所有者は、別紙第三に掲げるバルコニー・玄関扉・窓枠・

窓ガラス・店舗・通路・外壁について、同表に掲げるとおり、専用使用権を有することを承認

する。」と規定し、別紙第三は、その５において、２階陸屋根部分について、「１・２階店舗、

事務所の区分所有者が、空調室外機及びそれに伴う設置のため専用使用できる。」と規定して

いる。 

     そして、本件パラペット部分は、本件マンションの２階陸屋根部分の一部に該当す

るから、１階の本件店舗の区分所有者である被告Ｙ及びその許諾を得ている被告らが専用使用

できる。 

   イ 原告ら 

     本件パラペット部分は共用部分である。 

     すなわち、本件管理規約に添付された図面である別紙３（各階平面図）の２階平面

図は、２階陸屋根のうち南側の一部及び北側の一部の２か所を点線で囲み、ここに「店舗・事

務所空調室外機設置スペース」と記載し、１・２階の店舗及び事務所の区分所有者が専用使用

できる部分を限定して指定している（以下、この部分を「本件指定部分」という。）ところ、

本件パラペット部分がこれに含まれないことは明らかである。 

  (2) 本件排煙設備の設置が共有部分の変更に当たるかについて 

   ア 原告ら 

     本件排煙設備の大きさ、形状、設置状況に照らせば、本件排煙設備の設置は、建物

の区分所有等に関する法律（以下「区分所有法」という。）１７条１項の規定する「共用部分

の変更」に当たる。 

   イ 被告ら 

     本件パラペット部分に被告らの専用使用権がある以上、原告らの主張は失当である。 

  (3) 本件排煙設備の設置に関する共用部分の変更の要件充足の有無について 

   ア 原告ら 

     区分所有法１７条１項は、「共用部分の変更（改良を目的とし、かつ、著しく多額

の費用を要しないものを除く。）は、区分所有者及び議決権の各４分の３以上の多数による集

会の決議で決する。ただし、この区分所有者の定数は、規約でその過半数まで減ずることがで

きる。」と規定し、同条２項は、「前項の場合において、共用部分の変更が専用部分の使用に

特別の影響を及ぼすべきときは、その専有部分の所有者の承諾を得なければならない。」と規

定しており、これらは強行法規である。 

     また、本件管理規約４４条３項、同条７項も、これと同様の規定を置く。 

     本件排煙設備の設置は、これらに違反するものである。 

   イ 被告ら 

     本件パラペット部分に被告らの専用使用権がある以上、原告らの主張は失当である。 

  (4) 本件排煙設備の設置に伴う臭気及び騒音の発生並びに美観及び眺望の妨害による不

法行為の成否並びに損害額について 



 

 

   ア 原告ら 

    （ア） 臭気について 

      原告らの所有する（省略）号室、（省略）号室は、本件マンションの内側に開け

た空間に面しており、本件マンションの外側に面した部屋と異なり、周辺の飲食店の発する臭

気を受忍する必要はなかった。 

      しかし、本件排煙設備が設置されて以降、原告らの所有する（省略）号室及び（省

略）号室は、毎日、本件排煙設備から排出される焼鳥の臭気に悩まされ、窓を開けることがで

きない。 

      また、焼鳥の臭気は上層階にも及んでおり、原告Ｘ２の所有する（省略）号室に

おいても同様の状況である。 

    （イ） 騒音について 

      原告らの所有する（省略）号室、（省略）号室は、本件マンションの内側に開け

た空間に面しており、本件マンションの外側に面した部屋と異なり、外部の騒音から遮断され

ており、静穏が保たれていた。 

      ところで、本件排煙設備が設置されて以降、本件排煙設備は、毎日１０時ころか

ら２４時過ぎまでモーターで稼働しており、台東区の環境確保条例に規定された規制基準をは

るかに超える騒音を発し続けている。 

      原告らは、３月から６月、９月から１１月の冷暖房を必要としない時期でも、騒

音のため窓を開けることができず、大変困っている。 

    （ウ） 美観及び眺望について 

      本件排煙設備は幅４．３メートル×奥行１．３５メートル×高さ２．６５メートル

と巨大で、形もグロテスクであり、原告ら所有の（省略）号室及び（省略）号室の窓の目の前

に設置されており、同室内からの美観及び眺望を損ねている。 

    （エ） 損害の範囲について 

      本件排煙設備の設置に伴い、原告らは、それぞれ前記の臭気及び騒音に悩まされ、

美観及び眺望の妨害を受けるなどの損害を被った。 

      また、本件排煙設備の設置によって、原告らの所有する区分所有建物の資産価値

も相当に下落している。 

      これらの損害を金銭に評価すると、各原告それぞれ２００万円を下らない。 

      また、原告らは、本件訴訟を提起し、維持するため、原告訴訟代理人に対して報

酬を支払わざるを得なかった。そのうち、１５０万円については、被告らの不法行為と相当因

果関係がある。 

   イ 被告ら 

    （ア） 臭気について 

      本件マンションは、上野駅から徒歩１、２分の距離にある商業地域にあり、建設

当初から居酒屋形態の飲食店の出店が予想されていた上、本件建物近隣には、居酒屋、大衆食

堂、蕎麦屋、牛丼店などの飲食店が立ち並んでおり、各店舗の厨房から排出される排気から一

定程度の臭気が生じる環境にある。 

      また、被告らは、本件店舗での居酒屋営業に当たり、他の区分所有者への排気、

排煙等の影響が最小限となるようにするため、本件店舗からの排気を装置の中の専用水に潜ら

せて油分等や臭気を除去する構造を伴う本件排煙設備を設置したのである。 

      かかる事情に照らし、本件排煙設備による臭気は受忍限度の範囲内にある。 

    （イ） 騒音について 

      本件マンションは、都内でも有数の交通量を誇る国道４号線（昭和通り）や高速

道路（首都高速１号線）に近接し、自動車の走行による相当の騒音が発生する場所にある。 

      かかる事情に照らし、本件排煙設備による騒音は受忍限度の範囲内にある。 



 

 

    （ウ） 美観及び眺望について 

      本件マンション南側には、本件マンション建築当時から、極めて隣接して高層ビ

ルが建っている。 

      したがって、そもそも、本件マンションからの美観や眺望は全く望めず、原告ら

は法律上保護されるべき利益を有していない。 

第３ 争点に対する判断 

 １ 本件紛争の経緯 

   争いのない事実、証拠及び弁論の全趣旨を総合すると、本件紛争の経緯について、次の

各事実を認めることができる（事実認定に供した具体的な証拠等は各項の末尾に掲げた。）。 

  (1) 原告らの本件マンションの各部屋の取得 

    本件マンションは、昭和５５年３月２８日に新築され、分譲されたものであり、原告

らは、それぞれ、本件マンションの内側に開けた空間に面した（省略）号室、（省略）号室及

び（省略）室を購入した。被告Ｙは、もともと、本件マンションの敷地の所有者であり、等価

交換によって本件マンションの（省略）号室、（省略）号室及び（省略）号室を取得した。こ

れらの位置関係は、別紙３（各階平面図）記載のとおりである。 

    原告Ｘ１は、（省略）号室の購入時以降、毎日午前９時から午後７時ころまで、ここ

を事務所として使用し、執務している。 

   （甲１、甲３８から４０、原告Ｘ１、被告Ｙ、弁論の全趣旨） 

  (2) 本件マンションに関する管理規約の締結等 

    本件マンションについては、当初の区分所有者全員により、当時の建物の区分所有等

に関する法律（昭和３７年４月４日法律第６９号）２３条の規定により、管理規約（以下「旧

管理規約」という。）が定められた。 

    本件マンションの管理は、当初、本件マンションの分譲に関与していた株式会社豊榮

土地開発の子会社である株式会社榮高が区分所有者全員の委託を受けて行っていたが、平成４

年１１月ころ、両社は倒産した。 

    そこで、同年１２月ころ、本件マンションの区分所有者は、総会を開催し、旧管理規

約３６条に基づいて旧管理規約を全部廃止した後、新たに、区分所有法に基づいて管理組合法

人を設立するとともに、Ｂ管理組合法人管理規約（本件管理規約）を定め、以降、本件マンシ

ョンの管理は、管理組合法人の理事会を中心に運営されてきた。 

    なお、本件管理規約には、旧管理規約と同様、別紙３（各階平面図）が添付されてい

る。 

   （甲１、９、１０、被告Ｙ） 

  (3) 本件排煙設備設置の経緯 

   （ア） 被告ラムラと被告Ｙとの交渉経過 

     被告ラムラは、平成１１年９月ころ、被告モンテベルデとの間で、被告Ｙ及びその

妻Ｃの所有にかかる本件店舗に関する賃貸借契約を締結し、同店舗で焼鳥店の営業を始める準

備に着手した。 

     その際、被告ラムラの担当者は、焼鳥店の営業に必要な排煙設備の設置について、

被告モンテベルデの代表者である被告Ｙに対し、本件マンションの南側通路を使って西側前面

道路に排気口を設けたいと相談をした。 

     この相談を受けた被告Ｙは、当時、本件マンションの外壁落下防止工事のための足

場が組まれており、その場所への設置が不可能であったため、その旨告げるとともに、空いて

いる場所への設置を検討するように指示をした。 

     これを受けて被告ラムラの担当者は、排煙設備を本件パラペット部分に設置するこ

ととし、その内容の図面（乙第７号証）を作製し、同月８日ころ、被告Ｙに手渡した。 

    （乙７、証人Ｄ、被告Ｙ） 



 

 

   （イ） 被告Ｙの理事会での言動等 

     被告Ｙは、同年１０月２１日、理事長として、第１０２回理事会を開催し、外壁改

修問題や会計報告、総会の準備等の議題について３時間程度議論したが、その終了間際又はそ

の終了後ころ、私事であるなどと言葉を濁したまま、排煙設備の設置のための図面（乙第７号

証）を数人の理事に示すなどした。 

     しかし、各理事は、この問題を正式な議題と認識しないままであり、これについて

議論もされず、決議も行われず、同理事会の議事録にもこの点についての記載はなされなかっ

た。 

    （甲２、乙７、証人Ｄ、証人Ｅ） 

   （ウ） 本件排煙設備の設置 

     被告Ｙは、第１０２回理事会で理事の承認を受けたこととし、被告ラムラに対して、

本件排煙設備を本件パラペット部分に設置する工事の許可を得た旨伝えた。 

     これを受けて、被告ラムラは、同月２３日（土曜日）、２４日（日曜日）の両日を

かけて本件排煙設備の設置工事をし、同月２６日に鳥元を開店した。 

    （甲１４、弁論の全趣旨） 

  (4) 第８回総会における議事等 

    原告Ｘ１は、平成１１年１０月２５日の月曜日の朝、本件マンションの（省略）号室

に出勤して本件排煙設備が設置されていることに気付き、本件店舗の鳥元の店長らに説明を求

めたところ、管理組合の理事長である被告Ｙから許可を得て被告ラムラが設置したものであり、

苦情があれば管理組合や理事会に言って欲しいなどと返答を受けた。 

    そこで、原告Ｘ１は、同月３１日に開催された区分所有者の定時総会に出席し、理事

会に対して苦情を申し入れるとともに、緊急の議題として本件排煙設備の設置について討議す

ることを求めた。 

    これに対し、多数の理事が、その事実を知らなかったと発言したが、被告Ｙは、外壁

工事の足場があるための臨時の措置によって生じた弊害であり、外壁工事終了時までに理事長

がその対応案を提示するなどと約したため、当日の討議はそのまま終了した。 

    しかし、その後、被告Ｙは何らの対応もせず、むしろ理事会で承認を受けたと強硬に

主張するようになったため、本件排煙設備の移設や撤去を求める管理組合内部で孤立するよう

になった。 

   （甲５、１４、弁論の全趣旨） 

  (5) その後の経緯 

   ア 管理組合は、平成１２年６月１４日、被告ラムラに対して、本件排煙設備の設置が

無断でなされたとして抗議するとともに、これが共用部分の使用であること、理事会に対する

設置許可願いの提出が必要であること、現在の設備の移設を要請すること及び居住者や近隣者

に対する損害賠償に応じることなどを要請した。 

     これに対し、被告ラムラは、同月２９日、理事長である被告Ｙに承認を得ているな

どとする回答書を提出した。 

     また、管理組合が平成１３年１月２９日に被告ラムラに対し、本件排煙設備の移設

と改修等を条件としてその設置を承認する旨の通知をしたことに対し、被告ラムラは、同年４

月２７日、理事長である被告Ｙの承認を得ている旨の主張を繰り返した上、改修費用等につい

て応分の負担を求める旨の返答をした。 

    （甲１７から２０） 

   イ 管理組合は、平成１３年６月から９月にかけて原告訴訟代理人に相談し、本件排煙

設備が共用部分の変更に該る旨の意見を得た。また、原告らは、騒音の測定をするなどした後、

平成１３年１２月１３日に本件訴訟を提起した。 

    （当裁判所に顕著な事実、甲２９） 



 

 

   ウ 管理組合は、平成１４年８月に臨時総会の承認を受けた上で、同年１０月２８日、

被告らに対して本件排煙設備や本件店舗用の看板等の撤去を求める旨の訴訟を提起した。 

    （甲２９、３４の１から１４０、３７－１、証人Ｅ、弁論の全趣旨） 

 ２ 被告らに本件パラペット部分の専用使用権が認められるかについて 

   検証の結果及び証拠（甲１、３、８、証人Ｅ）によれば、本件マンションの２階陸屋根

部分は、本件マンションの基本的構造部分であり、しかも、２階以上の区分所有者の避難用空

間ないし通路としての機能・目的も兼ね備えているから、法定共用部分であることは明らかで

あるところ、本件パラペット部分は、その陸屋根に接着し、かつ、その先端の保護ないし危険

防止のためのものとみられるから、その構造上、共用部分たる２階陸屋根と同様、法定共用部

分であることが明らかである。 

   この点、被告らは、本件規約上、本件パラペット部分は本件店舗の区分所有者に専用使

用権が与えられている旨主張し、その根拠として、前記のとおり、本件管理規約別紙第三５の

規定を引用する。 

   しかし、前記１(2)において認定したとおり、本件管理規約には、旧管理規約と同様の各

階平面図が添付されているところ、証拠（甲１）によれば、その２階の平面図には、２階陸屋

根のうち南側の一部及び北側の一部の２か所が点線で囲まれ、ここに「店舗・事務所空調室外

機設置スペース」と記載されていることを認めることができ、かかる事実に照らし、１・２階

店舗の店舗及び事務所の区分所有者が専用使用できる部分は本件指定部分に限定されている

ことが明らかである。 

   被告らは、本件管理規約に添付された各階平面図が本件管理規約と一体のものではない

とか、本件指定部分は例示であるなどと主張し、被告Ｙはこれに副った供述をするが、いずれ

も牽強付会であるといわざるを得ず、到底採用することはできない。 

   よって、被告らが本件パラペット部分の専用使用権を有する旨の被告らの主張は失当で

ある。 

 ３ 本件排煙設備の設置が共用部分の変更に該るかについて 

   検証の結果及び証拠（甲３、１６、２３、丙１、２）によれば、本件排煙設備は、本件

パラペット部分の壁面にアンカーボルトで固定された鉄製の架台の上に設置された幅４．３メ

ートル×奥行１．３５メートル×高さ２．６５メートル、総重量４５０キログラム程度の設備で

あり、その内部には、幅１．３メートル×奥行１．３メートル×高さ１．８メートルのグリース

セパレーターが格納されており、モーターで稼働し、その下部は、本件マンションの壁面に設

置された排気ダクトに連結されているものであることを認めることができる。 

   以上の各事実、特に、本件排煙設備の設置が本件パラペット部分の壁面に直接アンカー

ボルトで固定されており、その設置が永続的で撤去も容易ではないこと、その規模も大きく、

本件マンションの外観に与える影響が少なくないことなどを総合考慮すると、本件パラペット

部分に本件排煙設備を設置することは、同部分の物的性状や使用態様を変更するものというべ

きであるから、区分所有法上の共用部分の変更に該当するものと解するのが相当である。 

 ４ 本件排煙設備の設置に関する共用部分の変更の要件充足の有無について 

   本件排煙設備の設置が共用部分の変更に該当する以上、これが許容されるためには、区

分所有法１７条所定の区分所有者及び議決権の各４分の３以上の多数による集会の決議がな

される必要があるところ、かかる決議がなされていないことは当事者間に争いがない。 

   被告らは、理事会の承認決議がなされたなどと主張するが、かかる主張は、本件排煙設

備の設置が共用部分の変更に該当しないことを前提としたものであるから、それ自体失当であ

る。 

   よって、原告らは、共用部分たる本件パラペット部分の共有持分権に基づく妨害排除請

求権に基づき、保存行為として、被告ラムラに対して、本件排煙設備の撤去を求めることがで

きる。 



 

 

 ５ 不法行為の成否について 

  (1) 臭気について 

    検証の結果及び証拠（証人Ｄ、証人Ｅ、原告Ｘ１）を総合すると、本件排煙設備から

発生する臭気は焼鳥等の調理に伴って発生するものであり、グリスフィルターを潜らせる等の

処理をしたとしてもそれなりに残存しており、風向きによっては、空調機を使用しない季節に、

（省略）号室や（省略）号室の窓を開け放って室内で事務作業をするについて支障を来す程度

のものであることを認めることができる。 

  (2) 騒音について 

    検証の結果、証拠（甲１３、１４、２３、４１、原告Ｘ１）及び弁論の全趣旨によれ

ば、次の各事実を認めることができる。 

    すなわち、台東区の環境確保条例１３６条にかかる騒音の規制基準によれば、本件マ

ンションの所在場所は第３種区域（商業区域）に当たり、その騒音の規制基準値は、６時から

８時までは５５デシベル、８時から２０時までは６０デシベル、２０時から２３時までは５５

デシベル、２３時から６時までは５０デシベルである。 

    原告Ｘ１は、平成１４年１１月６日（水曜日）と７日（木曜日）の両日、本件排煙設

備が停止している午前８時ころ、リオン株式会社製型式ＮＡ－１４の騒音測定器を用いて（省

略）号室内及び室外の騒音を測定したところ、（省略）号室の窓の内側は５０デシベル以下、

窓の外側は５０から５２デシベルであった。 

    一方、原告Ｘ１が、本件排煙設備が稼働中に同様に騒音を測定したところ、その結果

は次のとおりであった。 

     平成１３年９月５日午前１１時ころ 

       ３０３号室内   ：６２から６３デシベル 

       ３１５号室外側窓下：６２から６５デシベル 

     １４年３月２８日午後０時３０分ころ 

       ３０３号室内   ：６５から６７デシベル 

       ３１５号室外側窓下：６５から６８デシベル 

     １４年３月２８日午後７時３０分ころ 

       ３０３号室内   ：６５デシベル 

       ３１５号室外側窓下：６８デシベル 

     １４年３月２９日午後７時１５分ころ 

       ３０３号室内   ：７２デシベル 

       ３１５号室外側窓下：７０デシベル 

     １４年４月１日午後０時１０分ころ 

       ３０３号室内   ：６５デシベル 

       ３１５号室外側窓下：６８デシベル 

    これらの騒音とともに、本件排煙設備の稼働に伴って低周波音が３０３号室内に持続

的に侵入している。 

  (3) 眺望及び美観について 

    検証の結果及び証拠（甲８、１１、原告Ｘ１）を総合すると、本件排煙設備は（省略）

号室や（省略）号室のほぼ正面に位置しており、その大きさに応じた存在感や圧迫感を有して

おり、目障りなものであると認めることができる。 

    もっとも、（省略）号室も（省略）号室も、本件マンションの内側に開けた空間に面

しており、そもそも、眺望（広辞苑（第４版）によれば「遠く見渡すこと」、「見渡したなが

め」又は「みはらし」の意味）や美観（同じく「美しい見もの」又は「美しい眺め」の意味）

を望むことはできないものであるから、本件排煙設備の存在が目障りであり、圧迫感を与えて

いるとしても、それのみでは、受忍限度を超えるような美観ないし眺望の妨害があるとはいえ



 

 

ないものというべきである。 

  (4) 小括 

    以上によれば、原告Ｘ１は、それまでは比較的平穏な環境のもとで執務をすることが

できていたものの、被告らが共同の注意義務に違反して本件排煙設備を設置して以降、殆ど一

日中その稼働によって発生する騒音及び臭気により（省略）号室を開放して作業することに支

障を来しており、その期間も平成１１年１０月以降現在まで約３年３か月にわたっていること

を認めることができる。 

    これらを総合すると、本件排煙設備の設置によって原告Ｘ１が被る騒音及び臭気並び

に圧迫感等の被害は、受忍限度をやや上回るものと評価すべきであり、（省略）号室の資産価

値の低下も考慮すれば、その損害は、現在までで６０万円（１日当たり５００円程度、約４０

か月分）と評価するのが相当である。 

   500円／日×30日／月×40月≒600,000円 

    他方、原告Ｘ２及び原告磯ビルについては、受けた被害が受忍限度を超えていること

を認めるに足りる的確な証拠はないといわざるを得ず、その損害賠償の請求は理由がない。 

    なお、原告らの弁護士費用の請求については、２０万円の範囲で被告らの不法行為と

相当因果関係を認めることができる。 

 ７ 結論 

   以上のとおり、原告らの本件請求は主文の限度で理由があるからこれらを認容し、その

余は理由がないから棄却し、訴訟費用の負担につき民事訴訟法６１条、６４条本文、６５条１

項但書に、仮執行宣言につき同法２５９条１項にしたがって、主文のとおり判決する。 

（口頭弁論終結の日 平成１５年１月２１日） 

民事第１８部 

 （裁判官 工藤正） 

（別紙１） 

物件目録 

１（一棟の建物の表示） 

所在 台東区（以下略） 

建物の番号 Ｂ 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付１２階建 

床面積 １階 ６１６．３８平方メートル 

２階 ４６７．０５平方メートル 

３階から１１階 ４８１．０９平方メートル 

１２階 ４２４．３６平方メートル 

地下１階 １７８．５６平方メートル 

（敷地権の目的たる土地の表示） 

土地の符号 １ 

所在及び地番 台東区（以下略） 

地目 宅地 

地積 ７３０．６９平方メートル 

登記の日付 昭和６２年２月１２日 

２（一棟の建物の表示及び敷地権の目的たる土地の表示） 

前記１と同じ 

（専有部分の建物の表示） 

家屋番号 不詳 

建物の番号 １０２ 

種類 店舗 



 

 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造１階建 

床面積 １階部分 １５８．５３平方メートル 

（敷地権の表示） 

省略 以上 

 

（別紙２） 

 

 

（別紙３） 

各階平面図 

 

 

 


